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第１ いじめの防止等のための対策の基本的な方向に関する事項

１ いじめ防止等の対策に関する基本理念

＜基本理念＞

いじめが全ての児童生徒に関係する問題であることに鑑み、児童生徒が安心して学習

そのほかの活動に取り組むことができるよう、学校内外を問わず、その未然防止を図る

とともに、いじめ又はその兆候を早期発見し、迅速かつ適切に対処する。

＜規範意識の醸成＞

いじめは児童生徒の尊厳を害するとともに、犯罪その他重大な人権侵害となり得る行

為を含むものであり、決して行ってはならないものであることをすべての児童生徒に認

識させるとともに、他の児童生徒に対して行われるいじめを認識しながら放置すること

のないよう、児童生徒の豊かな情操と道徳心を培い、規範意識を養う。

＜組織的対応＞

いじめ防止対策は、いじめを受けた児童生徒の生命・心身を保護することが特に重要

であることを認識し、市・学校・地域住民・家庭その他の関係者の連携の下、いじめの

問題の克服に取り組む。

２ いじめの定義

「児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校に在籍している等当該児童生徒と一定

の人的関係にある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネッ

トを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童生徒が心身の苦

痛を感じているもの」

＜いじめの判断＞

（１）いじめられた生徒の立場に立つこと

（２）いじめられている本人が否定する場合もあるため、「心身の苦痛を感じているもの」

を限定して解釈することのないようにすること

（３）特定の教職員で判断することなく、「いじめ対策委員会」の組織を活用すること。

（４）見えないところで被害が発生している場合もあるため、背景にある事情の調査を行い、

生徒の感じる被害性に着目し判断すること

（５）インターネット上に悪口を書かれるなど、行為の対象となる生徒本人が心身の苦痛を

感じるに至っていないケースについても、適切な対応に努めること

（６）教員の指導によらずして、当事者間でいじめの解消が行われた場合でも、いじめ対策

委員会へ事案の情報共有を行うこと。

３ いじめの理解

（１）どの子どもにも起こりうるものである。

（２）嫌がらせ等のいじめは、多くの生徒が入れ替わりながら被害も加害も経験するもので

ある。

（３）暴力を伴わなくても、何度も繰り返されたり、多くの者から集中的に行われたりする



ことで、生命又は身体に重大な危険を生じさせうる。

（４）所属集団の構造上の問題から起こることもあり、「観衆」や「傍観者」の存在にも注

意を払い、集団全体にいじめを許容しない雰囲気を形成する必要がある。

（５）いじめには、犯罪行為や生徒の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるようなもの

も含まれる。その際には、教育的配慮や被害者の意向に配慮しつつも、速やかに警察に

相談・通報の上、連携した対応をとることが必要である。

（６）特に配慮が必要な生徒として、以下のような例が考えられる。特性を踏まえ、保護者

と連携し、周囲の生徒に組織的に必要な指導を行う。

ア 発達障がいを含む、障がいのある生徒

イ 海外から帰国した生徒や外国人の生徒など外国につながる生徒

ウ 性同一性障害など性的指向・性自認にかかる生徒

エ 東日本大震災による被災、原子力発電所事故から避難している生徒

４ いじめの防止等に関する基本的考え方

＜心の通う人間関係＞

教育活動全体を通じ、全ての生徒に「いじめは決して許されない」ことについての理解を

促し、生徒の豊かな情操や道徳心、自分と他人の存在を等しく認め、お互いの人格を尊重し

合える態度など、心の通う人間関係を構築する能力の素地を養うことが必要である。

＜ストレスに対処する力＞

いじめの背景にあるストレス等の要因にも着目し、その改善を図り、ストレスに適切に対

処できる力を育む観点が必要である。

＜安心できる学校＞

全ての生徒が安心でき、自己有用感や充実感を感じられる学校生活づくりに努める。

＜組織的な連携＞

保護者、地域住民、児童相談所その他の関係者との連携を図りつつ、学校全体でいじめの

防止及び早期発見に取り組むとともに、学校に在籍する生徒がいじめを受けていると思われ

るときは、適切かつ迅速にこれに対処する責務を有する。

第２ いじめの防止等のための対策の内容に関する事項

１ いじめの防止等のために学校が実施すべき施策

○ 学校におけるいじめの防止等の対策のための組織

・いじめ対策委員会（生徒指導委員会を兼ねる）

学校におけるいじめの防止・早期発見・対処等、組織的な対応を行う。

・職員会議：

全職員による情報・対応策を共有。

・緊急対策委員会

必要に応じて、外部専門家を活用（スクールカウンセラー等）。

○ 学校におけるいじめ情報の共有

・わずかな兆候や懸念、生徒からの訴えをすべて当該組織に報告・相談し、いじめ対策委員

会を中核として組織で対応する

・学年会での情報交換を重視し、そこからすべての情報をいじめ対策委員会、管理職に報告

する。



○ 学校におけるいじめの未然防止のための取組

・集団づくり・・・・・心の通じ合うコミュニケーション能力を身につけさせる。

・規範意識の醸成・・・考え、議論する道徳の授業を実施する。教育活動全体での道徳教育

の充実を図る。

〇学校におけるいじめの早期発見のための取組

・アンケートの毎学期１回の実施

・生活記録ノートの点検、日頃の観察

・教育相談、保護者との連携

・部活動顧問との情報交換

〇学校におけるいじめに対する措置

・いじめ対策委員会への報告→組織での状況把握・共有→組織での対応検討・実施→評価

○いじめ解消の要件

・謝罪をもって安易に解消とすることはできない

ア いじめに係る行為が止んでいること

（行為が止んでいる状態がすくなくても３ヶ月継続していること）

イ 被害生徒が心身に苦痛を感じていないこと

（再発の可能性を考慮し、日常的に注意深く観察すること）

〇年間計画

月日 内 容 月日 内 容

４月 いじめ対策委員会組織、方針確認 10月 いじめアンケート実施②

５月 生徒指導全体会での情報共有 11月 教育相談

６月 いじめアンケート実施① 12月 ケース会議
３学期に向けての評価改善

７月 ケース会議 １月 ２学期のケースの状態確認

８月 ２学期に向けての評価改善 ２月 いじめアンケート実施③
１学期のケースの状態確認

９月 未然予防のための取組について研修 ３月 次年度に向けての評価改善

〇評価と改善

・上記にあげた「組織対応」「情報共有」「措置」についていじめ対策委員会で定期的に見

直し、より適切で効果的な方法に改善する。

・解消にむけて常に情報交換を組織で行い、対応についても見直しをしながら進める。

・年度ごとに情報共有の方法や組織的な取り組み、年間計画について見直しを図る。

２ 重大事態への対処

（１）重大事態の発見と調査

○ 学校生活アンケート（いじめ調査)を学期１回実施し、生徒からの情報収集を行う。
○ 保護者との連携により情報収集を行う。

○ 重大事態が発生した場合は、速やかないじめ・不登校対策委員会による対応検討を行い、



素早い対応を行う。

重大事態とは

・ いじめにより生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき

（生徒が自殺を企図した場合等）

・ いじめにより生徒が相当の期間欠席することを余儀なくされている疑いがあると認めるとき

（不登校の定義を踏まえ年間３０日を目安とし、一定期間連続して欠席しているような場合）

などは、迅速に調査に着手

※ 生徒や保護者からいじめられて重大事態に至ったという申立てがあったとき

（重大事態が発生したものとして報告・調査等にあたる。）

○ 調査主体：重大事態発生の場合、学校が速やかに調査を行う。

○ 調査を行うための組織：「いじめ対策委員会」を母体とし、事態の性質に応じて適切な専

門家を加えるなどして組織する。

○ 事実関係を明確にするための調査の実施

ア いつ（いつ頃から）、誰から、どのような態様であったか。

イ いじめを生んだ背景事情、児童生徒の人間関係の問題

ウ 学校教職員がどのように対応したか

＜いじめられた生徒からの聴き取りが可能な場合＞

・いじめた生徒から十分に聴き取る。

・生徒や教職員に対する質問紙調査や聴き取り調査を行う。

＊いじめられた生徒や情報提供してくれた生徒を守ることが最優先

・いじめた生徒に事実関係を確認・指導を行い、いじめ行為を止める。

・いじめられた生徒に対しては、事情や心情を聴取し、生徒の状況に合わせた継続的な

ケアを行い、落ち着いた学校生活への復帰の支援や学習支援を行う。

・関係機関と連携し、適切に対応する。

＜いじめられた生徒からの聴き取りが不可能な場合＞

・当該生徒の保護者の要望・意見を十分に聴取し、迅速に今後の調査について協議し、

着手する。

※ 自殺事案の調査は、「『須賀川市いじめ防止基本方針』３－（６）児童生徒の自殺

が起こった場合の調査」をもとに丁寧に行う。

（２）調査結果の提供及び報告

① いじめを受けた生徒及びその保護者に対する情報を適切に提供する責任

・ いじめを受けた生徒及びその保護者に対して、事実関係等その他の必要な情報を適切に

提供する責任を有する。

・ 質問紙調査の実施により得られたアンケートについては、いじめられた生徒又はその保

護者に提供する場合があることをあらかじめ念頭におき、調査に先立ち、その旨を調査対

象となる在校生やその保護者に説明する等の措置が必要である。

② 調査結果の報告

・ 希望に応じて、いじめを受けた生徒又はその保護者の所見を調査結果の報告に添える。
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いじめ防止基本方針にお寄せいただいた意見

先日、本校の「いじめ防止基本方針（案）」へのご意見を保護者・学校評議員の皆様からいた

だいたところ、以下に掲載しましたように、多数のご意見をいただきました。ありがとうござい

ました。

「いじめ防止基本方針」の実施にあたり、いただいたご意見を参考にさせていただきながら子

どもたちが安心して生活できる学校づくりに努めてまいります。

多くご意見をいただいたアンケートにつきましては、対象・内容・方法を十分に検討し実施し

てまいります。

・こちらの案でよいと思う。

・案をどう実践していくかが重要であると思う。学校内だけでなく、家庭や保護者の意識づけも十

分に行っていくべきである。また生徒・保護者が相談しやすい環境作りをお願いしたい。

・いろいろな家庭環境があるというのを生徒に理解させてほしい。

・いじめはどこの学校にもあるという認識で先生方には共有していただきたい。最悪の事態になら

ないよう速やかに警察に通報するなどの対応を。

・アンケートは保護者にも必要ではないか。

・アンケートを学校で実施ではなく、家庭に持ち帰って記入させてはどうか。

・いじめ解消の要件については、より慎重な判断が必要である。

・いじめの理解についてのどの子にも起こりうる、被害も加害も経験しうるというのはとても重要

なことである。子どもにも教えていかなければならないと思う。

・特に配慮が必要な生徒として具体例を挙げること自体が偏見にならないかと感じた。表現がむず

かしい。

・いじめの定義に教職員の視点が不足していると思う。

・重大事態が「いじめにより」となっているが、いじめの判断があってからではおそいのではない

か。

・結果の報告だけでなく、その都度必要な情報が提供されることが保護者の求めることである。

・子どもたちがのびのびと成長できる学校になればと思う。

・からかいもいじめとの認識にたち、早期発見はもちろん保護者への連絡もすぐに行うことが大切

である。

・保護者との連携の具体策がイメージしにくい。

・重大事態への対応も大事だが、保護者としては防止を第一に取り組んでほしい。

・ケース会議の内容を具体的にしてほしい。



生徒たちが考えた「三中からいじめをなくすためにできること」

先日、いじめ防止基本方針をもとに、生徒会役員、学級役員が三中からいじめをなくすために

できることはないかと考え、話し合いました。

次のような意見が出ました。

・いじめられた側が本当のことを言うとは限らない。

・一人一人自分の考えを持ち、周りに流されないようにするべき。

・学級の雰囲気を良くすることが重要だ。

・いじめられている人にもその原因を考えてもらえるようにしたい。

・いじめなのか、からかいなのか。その境界線をどう捉えるかをみんなで考えたい。

・ストレスがない生活をしていけるようにしたい。

・他人の悪口で盛り上がったりしないようにしたい。

・悪ふざけをなくしていきたい。

・困ったら助けを求められる学級、友だちでいたい。

・何かあったら親身になって相談に乗るような友人でいたい。

これらのことをもとに、平成３０年度の生徒会総会において、生徒の立場でいじめをなくすた

めにできることを生徒会役員が提案し、実践しくことを確認しました。



「いじめ防止対策推進法」概要 ※学校に関係する主な条文抜粋

１．総則・基本方針

・第２条 いじめの定義

この法律において「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児

童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通

じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをい

う。

・第８条 学校及び学校の教職員の責務

学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、当該学校に在籍する児童等の保護者、地域住民、児童

相談所その他の関係者との連携を図りつつ、学校全体でいじめの防止及び早期発見に取り組むとともに、当

該学校に在籍する児童等がいじめを受けていると思われるときは、適切かつ迅速にこれに対処する責務を

有する。

・第１３条 学校いじめ防止基本方針

学校は、いじめ防止基本方針又は地方いじめ防止基本方針を参酌し、その学校の実情に応じ、当該学校

におけるいじめの防止等のための対策に関する基本的な方針を定めるものとする。

２．学校の設置者・学校が講ずべき基本的施策

・第１５条 学校におけるいじめの防止

（道徳教育・体験活動等の充実、児童生徒が自主的に行う者に対する支援、児童生徒・保護者・教職員へ

の啓発等）

・第１６条 いじめの早期発見のための措置

（定期的な調査などいじめを早期に発見するため必要な措置、いじめの相談を行うことができる体制整備）

・第１８条 いじめの防止等の対策に従事する人材の確保及び資質の向上

（いじめに関する校内研修の実施など資質の向上に必要な措置を計画的に実施）

・第１９条 インターネットを通じて行われるいじめに対する対策の推進

３．いじめの防止等に関する措置

・第２２条 いじめの防止等の対策のための組織

学校は、当該学校におけるいじめの防止等に関する措置を実効的に行うため、当該学校の複数の教職

員、心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者その他の関係者により構成されるいじめの防止等の対

策のための組織を置く

・第２３条 いじめに対する措置

① 教職員や保護者などは、児童生徒からの相談を受け、いじめの事実があると思われるときは、児童生

徒が在籍する学校へ通報その他の適切な措置をとる

② 学校は、通報を受けたときや、学校に在籍する児童生徒がいじめを受けていると思われるときは、速や

かに、いじめの事実の有無を確認し、その結果を当該学校の設置者に報告する

③ いじめがあったことが確認された場合は、いじめをやめさせ、その再発を防止するため、いじめを受け

た児童生徒・保護者への支援や、いじめを行った児童生徒への指導又はその保護者への助言を継続的

に行う。

④ 必要な場合は、いじめを行った児童生徒を別室で学習させる等、いじめを受けた児童生徒などが安心

して教育を受けられるようにする

⑤ いじめの事案に係る情報をいじめを受けた児童生徒の保護者やいじめを行った児童生徒の保護者と

共有するための措置などを行う



⑥ いじめが犯罪行為として取り扱われるべきものであると認める時は所轄警察署と連携して対処し、児童

生徒の生命、身体又は財産に重大な損害が生じるおそれがあるときは直ちに所轄警察署に通報し、適

切に援助を求める

・第２５条 校長及び教員による懲戒

校長及び教員は，児童生徒がいじめを行っている場合で教育上必要があると認めるときは、適切に懲戒を

加える

４．重大事態への対処

・第２８条 学校の設置者又は設置する学校による対処

学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、重大事態に対処し、及び当該重大事態と

同種の事態の発生の防止に資するため、速やかに、当該学校の設置者又はその設置する学校の下に組織

を設け、質問票の使用その他の適切な方法により当該重大事態に係る事実関係を明確にするための調査を

行うものとする

① いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがある

と認めるとき。

② いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑い

があると認めるとき。

・ 学校の設置者又はその設置する学校は、前項の規定による調査を行ったときは、当該調査に係るいじめ

を受けた児童等及びその保護者に対し、当該調査に係る重大事態の事実関係等その他の必要な情報を適

切に提供するものとする。

・第２９条～第３１条 地方公共団体の長等への報告

（国立の学校）当該国立大学法人の学長を通じて、重大事態が発生した旨を、文部科学大臣に報告しなけ

ればならない。

（公立の学校）当該地方公共団体の教育委員会を通じて、重大事態が発生した旨を、当該地方公共団体

の長に報告しなければならない。

（私立の学校）重大事態が発生した旨を、当該学校を所轄する都道府県知事に報告しなければならない。


